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活動事例報告  

道道知床公園羅臼線における土砂災害に対する対応 

８月２４日１６時５０分頃、羅臼町にある道道知床公園羅臼線にて土砂崩れが発

生し、発生箇所が通行止めとなった。そのため、発生箇所から知床半島の奥が孤立

状態となった。崩落した土砂から逃げる際に、１名が骨折し、重傷を負った。 

１８時４０分、町は孤立状態となった地区２６６世帯７６０人に対して、避難指

示を発令。また、孤立地区にある岬町コミュニティセンターと、孤立地区に帰るこ

とができない住民用に羅臼小学校を開設。岬町コミュニティセンターには一部の住

民や観光客など最大で６９人、羅臼小学校には最大で１３人が避難したが、孤立地

区においては、自宅にいる住民も多い状況だった。 

道や関係機関は、羅臼町へ情報連絡職員を派遣し、情報収集にあたった。 

ライフライン関係では、孤立地区で停電、固定電話が不通だが、水道やガスは使

用できる状態。定期観光船を利用して、往来が可能であることから、発電機や衛星

携帯電話等を搬入し、通信手段を確保した。食料等は備蓄があるほか、定期観光船

で輸送を行った。 

２５日には、道が土砂崩れ発生箇所において水抜き作業を開始したほか、開発局

とともに調査を実施した。 

２６日、要配慮者を救急救命士が同行して、孤立地区から移送した。また、孤立

地区に救急隊員が交替で常駐し、急病人等が発生した場合に備えた。また、ＮＴＴ

東日本が岬町コミュニティセンターに８台の電話を設置したほか、夕方には電話線

を復旧した。携帯キャリア各社も順次復旧した。 

２７日には停電が解消。また、土砂の撤去も開始し、２９日から緊急車両が、３

０日から一般車両も時間制限はあるが、片側交互通行が可能となった。 

 

↓ 土砂崩れ発生箇所の状況 
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 土砂災害により孤立地区となったが、地区内の避難所に、衛星携帯電話を配備していた

ため、通信手段が確保され、情報伝達が可能となり、早期の救出や的確な支援が可能にな

った。 

 また、衛星携帯電話が整備されていたことから、要配慮者の対応など役場との連絡手段

に役立った。 

 

 

 道路の寸断により、宿泊施設が孤立地区となったが、宿泊施設に十分な食料等が備えて

おり、当面の間の必要な食事などに支障がなかった。 

 

 

 海岸沿いの町において、土砂崩れによる道路の寸断により孤立地区が発生したが、定期

連絡船を活用し、物資や人員を運搬し、孤立状況を解消できた。 

 

 

 道路の寸断や橋梁の崩落により孤立地区が発生し、電話等の通信手段が不通となったこ

とから、市町村においては、孤立地区の状況を把握できなかった。 

 

 

 孤立地区に物資・人員等を迅速に輸送するためには、道路、港湾、鉄道など交通機能を

一刻も早く確保することが必要であるが、あらかじめ物資・人員輸送ルートを想定してい

なかったため、適切な支援ができなかった。 

 

 

３ 評価できる事項、課題 

評価  孤立地区内の避難所に、衛星携帯電話を配備していたため、通信手段が確保

され、早期の救出や的確な支援が可能になった 

評価  宿泊施設に十分な食料等を備えていたことから、孤立地区となっても、当面

の生活に支障がなかった 

評価  市街地と孤立地区との間に連絡船を運航させることにより、物資や人員を運

搬し、孤立状況を解消できた 

課題  電話等の通信手段が不通となったことから、市町村において、孤立地区の状

況を把握できなかった 

課題  孤立地区への物資・人員輸送ルートをあらかじめ想定していなかったため、

適切な支援ができなかった 
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交通や通信が途絶した場合に備えて、衛星携帯電話等の通信機器やヘリコプターの駐機

場を確保するとともに、長期の孤立を想定した食料や生活物資に加えて、発電機や燃料等

の備蓄を推進することが必要である。 

また、高齢者などの要配慮者に対し、酸素ボンベや特殊な医療資機材や医薬品を必要と

する場合は、その備えや対応の検討も必要である。 

 

 
道又は防災関係機関は、孤立した集落への災害対応に当たる市町村への支援として、ヘ

リコプター等による航空輸送の確保を図るほか、道及び市町村においては、あらかじめ、

孤立が予想される地区に対し、物資・人員輸送ルートを想定するなど、事前の備えが必要

である。 

 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

孤立が予想される地区等への輸送ルートや避難所における十分な備蓄等の確保 

提言①  孤立が予想される集落や避難所としての活用が見込まれる宿泊施設での十

分な備蓄や通信手段の確保 

     【道・市町村・事業者】 

提言②  孤立が想定される地区への事前の物資等の輸送ルートの検討 

     【道・市町村・関係機関】 
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関係機関と連携したボランティア体制 

 道、市町村及び防災関係機関等は、ボランティア団体等からの協力の申入れ等により、

災害応急対策の実施について労務の協力を受けることとしており、このため、平常時から

連携を図り、研修制度、災害時におけるボランティア活動の調整を行う体制、ボランティ

ア活動の拠点の確保等に努めるとされている。 

 また、災害発生時においては、相互に協力し、ボランティアに対する被災地のニーズの

把握に努めるとともに、ボランティアの受入、調整等その受入体制を確保するよう努める

とされている。 

 

 

 

町災害ボランティアセンター等（災害ＶＣ）の設置と運営 

 ９月１日に南富良野町で災害ＶＣを開設したのを皮切りに、以降、清水町、芽室町、新

得町の計４町で災害ＶＣを開設したほか、幕別町では、通常の社会福祉協議会（社協）ボ

ランティアセンターを活用して、ボランティアの受入を行った。また、北海道社会福祉協

議会（道社協）は、９月１日に「北海道社会福祉協議会災害救援本部」を設置し、災害Ｖ

Ｃの支援を行った。 

 災害ＶＣの立ち上がりでは、道社協や他地域の市町村社協、日本赤十字社北海道支部、

ボランティアＮＰＯ、道内青年会議所、北海道共同募金会など関係機関等から、町や町社

協が多くの支援を受けたことが、比較的スムーズな立ち上がりとなり、その後の運営につ

ながった。 

 開設された災害ＶＣでは、被災状況の把握、ニーズ調査を行うとともに、ボランティア

受入のための体制整備や、活動に必要な資機材を準備して、活動を行ったが、町によって

は、災害ＶＣが、町の地域防災計画に位置付けられていなかったことなどから、設置に関

する手続きや、町と町社協、関係団体との役割分担や認識共有が図られていない例もみら

れた。 

また、運営に重要な役割を果たすコーディネータやスタッフについては、地元に適任者

が不足していたため、外部機関の支援を受けながら活動を展開した。 

災害ＶＣでは、活動や募集状況をホームページやＳＮＳ（フェイスブック）などを活用

し、ボランティア参加希望者等に情報発信を行ったほか、道社協では、災害ＶＣのサイト

をリンクするポータルサイトを作成し、ボランティア参加希望者等にボランティアに関す

るニーズや活動状況、道路・ライフラインの被災状況等の情報提供を、適時、行った。 

 

ボランティアの要請、受入体制及び連携等 

〈検証の視点：ボランティア受入体制の構築、被災者等との需給マッチング、 

行政とボランティアの連携〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

２ 今回の主な対応 

検証項目１２：ボランティア 
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ボランティアは地元はもとより、全道や全国から集まったほか、地域の中・高校生など

も積極的に参加し、家屋からの泥出し、食事の提供、高齢者宅への給水の運搬等、活発な

ボランティア活動を行い、復旧活動に大きな力を発揮した。 

一方、一部の災害ＶＣでは、ボランティア受入体制が整わなかったことなどから、大勢

のボランティアが殺到することを懸念して、募集範囲を狭めたために、結果としてボラン

ティアの参加が限定的になった例もあった。 

 

全道レベルでの連携体制 

 全道レベルの関係機関においては、災害発生後、道庁内の危機管理センターに随時、集

まり、情報共有や支援に関する連絡調整等を行った。 

 平常時から会議を開催するなど、顔の見える関係を構築していたことが、今回、役立っ

たものの、災害発生時の想定が十分ではなく、災害ＶＣへの支援体制は十分ではなかった。 

 

 

 

関係機関の取組 北海道社会福祉協議会 

災害ＶＣ運営支援の取組 

台風１０号等による災害発生後、直ちに被害状況等の把握のため、先遣隊として

本会職員及び全国社会福祉協議会職員、並びに災害ボランティア活動支援プロジェ

クト会議、全国災害ボランティア支援団体ネットワーク等の支援組織のメンバーを

派遣し情報収集を行なうとともに、速やかに道社協災害救援行動指針に基づく「災

害対策本部」を設置した。 

先遣隊の報告による、被害の甚大さを鑑み、直ちに職員の継続派遣を行い、支援

組織と協働して、被災地社会福祉協議会（社協）による災害ＶＣの設置、運営支援

を行った。 

その後、順次被災地（南富良野、清水、新得、芽室各町）社協を中心に、災害ボ

ランティアセンターが開設されたことから、その運営支援に継続してあたるととも

に、道内市町村社協に職員の派遣を要請し、各町災害ＶＣ運営に継続して支援を行

い、ボランティアの受入れ、被災世帯への派遣調整、資材確保等の活動を行った。 

道社協職員派遣は、１０月１７日まで継続し、延べ１５４名を派遣し、災害ＶＣ

運営支援に当るとともに、道内の市町村社協の協力を得て、６１市町村社協から延

べ６１３名の職員の派遣調整を行った。（別表参照） 

 

情報提供としては、「災害ボランティア情報」を継続して発行し、関係機関にＶ 

Ｃ活動状況を随時提供すると共に、本災害に係るホームページの特設サイトを開設 

し、迅速に現地の活動状況の情報提供及び、ボランティア参加の呼びかけを行った。 

とりわけ、現地ＶＣの詳細な情報を掲載したフェイスブックとのリンクにより、

適宜に各地の災害ボランティアセンター活動状況を総合的に発信し、情報提供を行

ったことにより、効果的なボランティア募集に結びついた。 
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 各災害ＶＣでは、活動や募集状況をＳＮＳなどを活用し、情報発信した。一方、道社協

ではそれらとリンクするポータルサイトを作成し、ボランティア参加希望者等にタイムリ

ーな情報提供を行った。 

災害ＶＣでのボランティア活動状況は、延べ１，０３１件、参加ボランティア数

は、延べ８，４１６名（１月末現在）となり、南富良野町では現在も活動を継続し

ている。（別表参照） 

 

資材等の確保に際しては、日本青年会議所北海道地区協議会等との協力調整を行

い、現地で随時必要となる物資の調達支援に取り組んだほか、ボランティア活動時

に着用するビブスやシール等の共通資材の作成と提供等を適宜行った。 

 

 

（別表） 災害ＶＣ活動状況 

区分 開設日 活動件数 

（延べ） 

ボランティア数 

（延べ） 

道内社協職員派遣数 

（延べ） 

閉所日 

南富良野町 ９/１ ６８７件 ５，９００人 ３３市町村 ３２４人 継続中 

清水町 ９/４ ２１１件 １，６１５人 １６市町村 ２１８人 １０/１６ 

新得町 ９/７ ８６件 ６７６人 ８市町村 ２１人 ９/３０ 

芽室町 ９/６ ４７件 ２２５人 ４市町村 ５０人 ９/３０ 

合 計   ― １，０３１件 ８，４１６人 ６１市町村 ６１３人   ― 

  （平成２９年２月末現在） 

   

↑ 南富良野町災害ＶＣミーティング状況   ↑ 新得町災害ＶＣミーティング状況 

                            

３ 評価できる事項、課題 

評価  災害ＶＣや道社協では、ウェブサイトを設置し、随時、情報発信を行った 
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 災害ＶＣ等を設置し、各種ボランティア活動を実施した５町では、初めての試みであり

ながら、各関係機関のサポートを受け、概ね円滑に活動を実施した。 

 

 

 災害ＶＣによっては、寄せられるニーズだけではなく、各家庭を廻って、御用聞きを行

い、きめ細やかなニーズ対応を行った。 

 また、役場・町内会・民生委員との連携による戸別訪問やニーズ把握・情報共有を行っ

た。 

 

 
 市町村の地域防災計画にも位置づけられていないなどから災害ＶＣの位置づけが明確で

なく、市町村と災害ＶＣ（市町村社協）、また更には関係機関との役割分担や認識共有な

どの連携が図られていない面も見受けられた。 

 

 
 市町村、災害ＶＣでは、不慣れなことから、ボランティア受け入れ体制が十分に整わず、

また需給のマッチング想定も十分でないことから、大人数のボランティアの殺到を懸念し、

募集範囲を狭めてしまったことがあった。 

 

 
 市町村、市町村社協とも、平常時からの災害ＶＣの設置想定があまり行われていなく、

手順も不明確でその場で対処した面が有り、またコーディネータやスタッフの人材も外部

組織に頼り自組織でのイニシアチブが十分ではなかった。 

 

 
 災害ＶＣの情報発信体制が十分でなかったことから、地域に災害ボランティア活動をし

たいという意欲があるが、参加方法などがわからず、参加を断念した人がいた。 

評価  災害ＶＣでは、道内外の関係機関等の多大な支援を受け、設置・運営を概ね

円滑に実施した 

評価  被災者の潜在的なニーズに応え、きめ細やかな活動を行ったり、地元関係機

関の連携による戸別訪問やニーズ把握・情報共有が行われた災害ＶＣがあった 

課題  市町村と災害ＶＣとで、役割分担や認識共有などの連携が十分ではなかった 

課題  市町村、災害ＶＣとも、大人数の災害ボランティアを受け入れる体制が整っ

ていなかった 

課題  市町村、市町村社協とも、平常時からの災害ＶＣ対応の想定が不十分で、コ

ーディネータやスタッフの人材も不足していた 

課題  地域に災害ボランティア活動の意欲がありながら、情報提供が十分でなく、

参加できなかった人がいた 
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 災害ボランティアを巡っては、上記に見られるような課題があるが、それらを平常時か

らサポートする道レベルでの支援体制が十分ではなかった。 

 

 

 

 

 

 
災害が発生した際に、行政や地域だけでは把握しきれない、個人の事情に寄り添ったニ

ーズを把握し、対応していくために、ボランティアの存在は重要である。 

特に、今後、広域かつ大規模な災害が発生し、災害への対応が長期化した際には、大量

のボランティアが継続的に活動していくことが求められる。その場合においても、十分な

人材投入ができるよう、道民に対して、ボランティアの役割や保険加入等の活動に必要な

知識やノウハウについて普及啓発を行い、率先してボランティアに携わる道民を育成する

ことが必要である。 

また、被災者サイドでは、速やかに日常生活に戻られるよう、ボランティアに頼ること

に対しての遠慮や抵抗感をなくし、復旧には、ボランティア活動を受け入れることも必要

という観点からも、ボランティアについての普及啓発を進めることが必要である。 

 

 
長く被災経験がない市町村や小規模の市町村を含め、全道のあらゆる地域で災害ボラン

ティア活動を機能させるためには、平常時からの道レベルでのセンター機能（常設の道災

害ＶＣ）を整備することが必要である。センター機能の整備により、次のような取組みが

必要である。 

道内外の関係団体とのネットワークづくりが必要である。常設の窓口を設置することに

より、災害時に協力が必要な団体と平常時から連携をとることが可能となり、また、この

窓口に情報が一元化されることから、ボランティアに関する情報が集約され、ネットワー

クの強化につながる。 

次に、災害ボランティア活動に必要なコーディネータなどの人材育成も必要である。定

期的な研修会等を実施することにより、災害ボランティア活動のための専門的な知識やス

キル、ノウハウを有する人材を育成する。 

課題  道レベルでの平常時からの市町村災害ボランティア活動への支援が十分でな

かった 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

災害ＶＣ設置・運営体制の構築とボランティア人材育成 

提言①  道民への普及啓発 

     【道・市町村】 

提言②  常設の道災害ＶＣによるネットワーク形成、人材育成及び支援体制整備 

     【道】 
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さらに、初期支援体制として、平常時から関係団体とのネットワークを最大限活用し、

災害ＶＣが円滑に初動活動を開始できるような支援体制を、道災害ＶＣにおいてあらかじ

め整備することや、市町村により一部地域にボランティアが集中した場合には、受給が均

衡するような調整支援を行うことも必要とされている。 

 

 
災害発生時に、円滑に災害ＶＣが立ち上がり活動できるよう、市町村や市町村社協では、

設置手順や運営方法、ボランティア募集方法と受入体制、情報発信等をあらかじめ定めた、

設置・運営体制やマニュアル類の整備を行うとともに、市町村の地域防災計画への位置づ

けや、コーディネータ等の人材の育成、ネットワークづくりなどを行い、ボランティアが

活動しやすい環境を整備することが必要である。 

提言③  市町村災害ＶＣ設置・運営体制やマニュアルの整備 

     【市町村】 
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市町村における業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

 災害発生時において、市町村は自身も被災し、人員、資機材、情報及びライフライン等

利用できる資源に制約がある状況下においても、優先度の高い業務を維持・継続するため

に必要な措置を事前に講じる計画としてＢＣＰを策定し、災害に即応した要員の確保、迅

速な安否確認、情報システムやデータの保護、代替施設の確保などを規定することとされ

ており、ＢＣＰを策定していた市町村数は１６２であった（平成２８年６月１日現在）。 

 ＢＣＰの策定により、市町村は、災害応急活動及びそれ以外の行政サービスについて、

継続すべき重要なものは一定のレベルを確保するとともに、すべての業務が早期に再開で

きるよう、災害時においても市町村の各部局の機能を維持し、被害の影響を最小限にとど

め、非常時に優先度の高い業務の維持・継続に必要な措置を講じることが期待される。 

 また、ＢＣＰに規定した業務を実施するためには、災害対策の拠点となる庁舎及びその

機能を確保するための情報通信設備や自家発電装置など主要な機能の充実と災害時におけ

る安全性の確保を図るとともに、物資の供給が困難な場合を想定し、十分な期間に対応す

る食料、飲料水、暖房及び発電用燃料などの適切な備蓄、調達、輸送体制の整備を図るも

のとしている。 

 

被災市町村への職員派遣 

 道では、特に、被災市町村から道への被災状況の報告ができない場合など、必要と認め

るときは、被災地に職員を積極的に派遣し、被災情報等を収集・把握するものとしている。 

実際、道が市町村に対して実施した防災対策に関する調査結果等においても、道からの

職員派遣を求める声が多かったことから、平成２８年度からの新たな取組として、災害時

における市町村支援職員の派遣制度を整備した。この制度は、市町村の初動対応や応急対

策の強化を図ることを目的に、災害時、連絡体制の確保などが難しい市町村に、被害情報

の収集や関係機関との連絡調整などを行う地元振興局職員等を派遣するとともに、大規模

災害時には、応急対策の助言や自衛隊などとの総合調整を行うため、災害対策経験をもつ

道職員と退職自衛官を派遣することを規定している。 

 また、被災市町村のみでは災害応急対策を実施することができない場合に、災害対策基

本法第６７条第１項及び第６８条の規定に基づき、道及び市町村相互の応援が実施できる

よう、「災害時等における北海道及び市町村相互の応援等に関する協定」を締結し、災害

時に円滑な応援ができるよう、事前に手続き等を定めている。 

 職員派遣に関しては、防災関係機関等においても、連絡先の共有を図るとともに、災害

対策本部との役割分担・連絡員の派遣などの連絡調整体制など、必要な準備を整えておく

こととされている。 

 

被災した市町村の行政機能の喪失状況及び支援等 

〈検証の視点：庁舎等の被災、被災した市町村の行政機能の喪失、 

被災市町村への支援体制〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

検証項目１３：被災市町村の行政機能 


